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乙第１号議案

工事請負契約について

沖縄県総合行政情報通信ネットワーク更改工事について、次のように工事請負契約を締

結したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により議会の議決

を求める。

１ 契 約 の 目 的 沖縄県総合行政情報通信ネットワーク更改工事

２ 契 約 の 方 法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 11,440,000,000円

４ 契約の相手方 那覇市久茂地２丁目２番２号

ＮＥＣネッツエスアイ・沖電工・興洋電子特定建設工事共同企業体

代表者 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社沖縄支店 支店長 鈴木斉

株式会社沖電工 代表取締役 島袋清人

株式会社興洋電子 代表取締役 古舘和広

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

沖縄県総合行政情報通信ネットワーク更改工事の請負契約の締結については、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第１条の規定により議会の議

決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第２号議案

工事請負契約について

中城御殿表御殿西側エリア新築工事（建築）について、次のように工事請負契約を締結

したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により議会の議決を

求める。

１ 契 約 の 目 的 中城御殿表御殿西側エリア新築工事（建築）

２ 契 約 金 額 変更前 462,000,000円

変更後 535,249,000円

３ 契約の相手方 那覇市長田２丁目10番32号

株式会社野原建設・大友建設株式会社特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社野原建設 代表取締役 上地修

大友建設株式会社 代表取締役 桃原芳道

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

先に締結した中城御殿表御殿西側エリア新築工事（建築）の請負契約について、設計

の一部変更に伴い契約金額を変更するには、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第１条の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第３号議案

工事請負契約について

中城御殿新築工事（電気設備）について、次のように工事請負契約を締結したいので、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により議会の議決を求める。

１ 契 約 の 目 的 中城御殿新築工事（電気設備）

２ 契 約 金 額 変更前 466,950,000円

変更後 540,331,000円

３ 契約の相手方 那覇市曙２丁目23番23号

金城電気工事株式会社・南西電設株式会社・株式会社山城電気特定建

設工事共同企業体

代表者 金城電気工事株式会社 代表取締役 吉濱功佑

南西電設株式会社 代表取締役 親泊政夫

株式会社山城電気 代表取締役 山城勝則

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

先に締結した中城御殿新築工事（電気設備）の請負契約について、設計の一部変更に

伴い契約金額を変更するには、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第１条の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第４号議案

工事請負契約についての議決内容の一部変更について

令和７年第７回沖縄県議会（定例会）で乙第19号議案をもって議決された工事請負契約

に係る議決内容の一部を次のように変更する。

契約金額中「1,098,339,000円」を「1,242,109,000円」に変更する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

中城御殿御内原エリア新築工事（建築）の設計の一部変更に伴い契約金額を変更しよ

うとするものである。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第５号議案

財産の取得について

南大東港及び北大東港に配備する油圧式オールテレーンクレーンを、次のとおり取得す

ることについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により議会の議

決を求める。

１ 品 名 油圧式オールテレーンクレーン

２ 数 量 ２台

３ 契 約 金 額 460,747,982円

４ 契約の相手方 那覇市前島３丁目１番15号大同生命那覇ビル６階

株式会社加藤製作所沖縄支店 支店長 綾部俊一

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

南大東港及び北大東港に配備する油圧式オールテレーンクレーンの取得については、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議

会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第６号議案

財産の取得について

県立特別支援学校に整備する大型提示装置（電子黒板）を、次のとおり取得することに

ついて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により議会の議決を求め

る。

１ 品 名 大型提示装置（電子黒板）

２ 数 量 373台

３ 契 約 金 額 70,760,338円

４ 契約の相手方 那覇市松山１丁目２番１号

ＯＴＮｅｔ株式会社 代表取締役 丸米郁男

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

県立特別支援学校に整備する大型提示装置（電子黒板）の取得については、議会の議

決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議決

を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第７号議案

歩行者負傷事故に関する和解等について

歩行者負傷事故に関する和解及び損害賠償の額について、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第96条第１項の規定により、次のとおり議会の議決を求める。

１ 事 故 名 国道507号に県が設置した道路鋲による歩行者負傷事故
びょう

２ 当 事 者 損害賠償請求者

損害賠償請求権代位取得者

那覇市旭町114番４号おきでん那覇ビル

全国健康保険協会沖縄支部

損害賠償支払者

那覇市泉崎１丁目２番２号

沖縄県

３ 事故発生年月日 令和７年11月10日

４ 事 故発生場所 八重瀬町字大頓1161番地１先国道507号上

５ 損 害 賠 償 額 25,528円

６ 和 解 内 容 別紙のとおり

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

歩行者負傷事故について和解をし、及び損害賠償の額を定めるためには、地方自治法

第96条第１項の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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別紙

和 解 内 容

甲

乙 那覇市旭町114番４号おきでん那覇ビル 全国健康保険協会沖縄支部

丙 那覇市泉崎１丁目２番２号 沖縄県

上記当事者間において、国道507号に県が設置した道路鋲による歩行者負傷事故

について、次のとおり和解する。

１ 丙は、本件事故に係る道路の管理に瑕疵があったことを認め、本件事故による

一切の損害賠償金として、総額25,528円の支払義務があることを認める。

２ 甲及び丙は、本件事故に関して乙が医療機関に対し44,842円を支払ったことを

認める。

３ 丙は、第１項の損害賠償金のうち、甲に対し7,592円、乙に対し17,936円の支

払義務があることを認める。

４ 甲は、丙が支払うべき前項の損害賠償金が賠償責任保険により既に甲に対し支

払われたことを認める。

５ 乙は、丙が支払うべき第３項の損害賠償金が賠償責任保険により既に乙に対し

支払われたことを認める。

６ 甲、乙及び丙は、本件事故に関し、以上に定めるもののほか、何らの債権債務

のないことを確認する。
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乙第８号議案

県営土地改良事業の執行に伴う負担金の徴収について

県営土地改良事業により利益を受ける関係市町村に対し、次のとおり当該事業に要する

費用の一部を負担させるため、土地改良法（昭和24年法律第195号）第91条第６項におい

て準用する同法第90条第10項の規定により議会の議決を求める。

関係市 地 区 名 事 業 費 負 担 金
事業費に対

事 業 名
町村名 （工 種） （円） （円）

する負担金

の割合(％)

水利施設整備 伊平屋村 伊 平 屋 北 部 ２期 10,000,000 450,000

事業 （畑地かんがい） 10,000,000 450,000

農家負担対象外 10,000,000 450,000 4.50

伊是名村 伊 是 名 東 部 第 ２ 70,000,000 3,150,000

（畑地かんがい） 70,000,000 3,150,000

農家負担対象外 70,000,000 3,150,000 4.50

伊 是 名 中 部 105,000,000 4,725,000

（畑地かんがい） 105,000,000 4,725,000

農家負担対象外 105,000,000 4,725,000 4.50

伊 江 村 伊 江 東 部 100,000,000 4,500,000

（畑地かんがい） 100,000,000 4,500,000

農家負担対象外 100,000,000 4,500,000 4.50

ミースィ・唐小堀 100,000,000 4,500,000

（畑地かんがい） 100,000,000 4,500,000

農家負担対象外 100,000,000 4,500,000 4.50

真 謝 ・ 真 西 130,000,000 5,850,000

（畑地かんがい） 130,000,000 5,850,000

農家負担対象外 130,000,000 5,850,000 4.50

伊 江 西 部 80,000,000 3,600,000

（畑地かんがい） 80,000,000 3,600,000
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農家負担対象外 80,000,000 3,600,000 4.50

うるま市 津 堅 156,000,000 7,020,000

（畑地かんがい） 156,000,000 7,020,000

農家負担対象外 156,000,000 7,020,000 4.50

南 城 市 中 山 ・ 志 堅 原 217,000,000 19,530,000

（畑地かんがい） 217,000,000 19,530,000

農 家 負 担 対 象 0 0 4.50

農家負担対象外 217,000,000 19,530,000 9.00

雄 樋 川 ２ 期 222,000,000 9,990,000

（畑地かんがい） 222,000,000 9,990,000

農 家 負 担 対 象 222,000,000 9,990,000 4.50

農家負担対象外 0 0 9.00

糸 満 市 真 壁 南 180,000,000 16,200,000

（畑地かんがい） 180,000,000 16,200,000

農家負担対象外 180,000,000 16,200,000 9.00

久米島町 銭 田 89,909,000 4,045,905

（畑地かんがい） 89,909,000 4,045,905

農家負担対象外 89,909,000 4,045,905 4.50

北大東村 幕 内 ３ 期 5,000,000 225,000

（畑地かんがい） 5,000,000 225,000

農 家 負 担 対 象 0 0 2.50

農家負担対象外 5,000,000 225,000 4.50

南 振 5,000,000 225,000

（畑地かんがい） 5,000,000 225,000

農 家 負 担 対 象 0 0 2.50

農家負担対象外 5,000,000 225,000 4.50

南大東村 旧 東 第 ２ 76,000,000 3,420,000

（畑地かんがい） 76,000,000 3,420,000

農 家 負 担 対 象 0 0 0.00

農家負担対象外 76,000,000 3,420,000 4.50

旧 東 第 ３ 219,000,000 9,855,000
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（畑地かんがい） 219,000,000 9,855,000

農 家 負 担 対 象 0 0 0.00

農家負担対象外 219,000,000 9,855,000 4.50

城 間 第 ２ 240,000,000 10,800,000

（畑地かんがい） 240,000,000 10,800,000

農 家 負 担 対 象 0 0 0.00

農家負担対象外 240,000,000 10,800,000 4.50

宮古島市 西 中 底 原 150,000,000 3,750,000

（畑地かんがい） 150,000,000 3,750,000

農 家 負 担 対 象 150,000,000 3,750,000 2.50

農家負担対象外 0 0 4.50

（区 画 整 理） 0 0

農 家 負 担 対 象 0 0 3.50

下 南 70,000,000 1,750,000

（畑地かんがい） 70,000,000 1,750,000

農 家 負 担 対 象 70,000,000 1,750,000 2.50

農家負担対象外 0 0 4.50

真 良 瀬 嶺 5,295,000 132,375

（畑地かんがい） 5,295,000 132,375

農 家 負 担 対 象 5,295,000 132,375 2.50

農家負担対象外 0 0 4.50

魚 口 30,000,000 750,000

（畑地かんがい） 30,000,000 750,000

農 家 負 担 対 象 30,000,000 750,000 2.50

農家負担対象外 0 0 4.50

前 原 5,000,000 225,000

（畑地かんがい） 5,000,000 225,000

農 家 負 担 対 象 0 0 2.50

農家負担対象外 5,000,000 225,000 4.50

石 垣 市 大 座 40,000,000 1,800,000

（畑地かんがい） 40,000,000 1,800,000

農家負担対象外 40,000,000 1,800,000 4.50
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大 浜 53,000,000 2,385,000

（畑地かんがい） 53,000,000 2,385,000

農家負担対象外 53,000,000 2,385,000 4.50

大 里 ・ 星 野 132,000,000 5,940,000

（畑地かんがい） 132,000,000 5,940,000

農家負担対象外 132,000,000 5,940,000 4.50

磯 辺 第 １ 177,000,000 7,965,000

（畑地かんがい） 177,000,000 7,965,000

農家負担対象外 177,000,000 7,965,000 4.50

竹 富 町 上 原 １ 期 237,000,000 10,665,000

（畑地かんがい） 237,000,000 10,665,000

農家負担対象外 237,000,000 10,665,000 4.50

合 計 2,904,204,000 143,448,280

農地整備事業 伊 江 村 ミナト・ヨサシ原 116,000,000 9,860,000

（区 画 整 理） 116,000,000 9,860,000

農家負担対象外 116,000,000 9,860,000 8.50

読 谷 村 瀬 名 波 400,000,000 36,000,000

（区 画 整 理） 400,000,000 36,000,000

農 家 負 担 対 象 400,000,000 36,000,000 9.00

（畑地かんがい） 0 0

農 家 負 担 対 象 0 0 9.00

南 城 市 吉 富 240,000,000 25,200,000

（畑地かんがい） 240,000,000 25,200,000

農 家 負 担 対 象 0 0 6.00

農家負担対象外 240,000,000 25,200,000 10.50

（農 道） 0 0

農家負担対象外 0 0 10.50

糸 満 市 喜 屋 武 第 ３ 6,700,000 505,850

（区 画 整 理） 6,700,000 505,850

農 家 負 担 対 象 6,700,000 505,850 7.55

（畑地かんがい） 0 0

農家負担対象外 0 0 10.50
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福 地 第 １ 75,000,000 5,662,500

（区 画 整 理） 75,000,000 5,662,500

農 家 負 担 対 象 75,000,000 5,662,500 7.55

（畑地かんがい） 0 0

農家負担対象外 0 0 10.50

真 壁 東 第 ２ 235,000,000 17,742,500

（区 画 整 理） 235,000,000 17,742,500

農 家 負 担 対 象 235,000,000 17,742,500 7.55

（畑地かんがい） 0 0

農家負担対象外 0 0 10.50

宇 江 城 第 １ 10,000,000 755,000

（区 画 整 理） 10,000,000 755,000

農 家 負 担 対 象 10,000,000 755,000 7.55

（畑地かんがい） 0 0

農家負担対象外 0 0 10.50

宮古島市 下 南 5,000,000 375,000

（区 画 整 理） 5,000,000 375,000

農 家 負 担 対 象 5,000,000 375,000 7.50

真 良 瀬 嶺 100,000,000 7,500,000

（区 画 整 理） 100,000,000 7,500,000

農 家 負 担 対 象 100,000,000 7,500,000 7.50

前 原 10,000,000 750,000

（区 画 整 理） 10,000,000 750,000

農 家 負 担 対 象 10,000,000 750,000 7.50

上 区 東 30,000,000 2,250,000

（区 画 整 理） 30,000,000 2,250,000

農 家 負 担 対 象 30,000,000 2,250,000 7.50

佐 事 川 120,000,000 9,000,000

（区 画 整 理） 120,000,000 9,000,000

農 家 負 担 対 象 120,000,000 9,000,000 7.50

西 原 第 ４ 252,000,000 18,900,000
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（区 画 整 理） 252,000,000 18,900,000

農 家 負 担 対 象 252,000,000 18,900,000 7.50

宮 積 120,000,000 9,000,000

（区 画 整 理） 120,000,000 9,000,000

農 家 負 担 対 象 120,000,000 9,000,000 7.50

長 北 120,000,000 9,000,000

（区 画 整 理） 120,000,000 9,000,000

農 家 負 担 対 象 120,000,000 9,000,000 7.50

ツ ン フ グ 110,000,000 8,250,000

（区 画 整 理） 110,000,000 8,250,000

農 家 負 担 対 象 110,000,000 8,250,000 7.50

高 阿 良 後 110,000,000 8,250,000

（区 画 整 理） 110,000,000 8,250,000

農 家 負 担 対 象 110,000,000 8,250,000 7.50

屋 敷 原 48,000,000 3,600,000

（区 画 整 理） 48,000,000 3,600,000

農 家 負 担 対 象 48,000,000 3,600,000 7.50

稲 福 50,399,000 3,779,925

（区 画 整 理） 50,399,000 3,779,925

農 家 負 担 対 象 50,399,000 3,779,925 7.50

瓦 原 60,000,000 4,500,000

（区 画 整 理） 60,000,000 4,500,000

農 家 負 担 対 象 60,000,000 4,500,000 7.50

皆 福 東 96,000,000 7,200,000

（区 画 整 理） 96,000,000 7,200,000

農 家 負 担 対 象 96,000,000 7,200,000 7.50

下 南 最 寄 71,952,000 5,396,400

（区 画 整 理） 71,952,000 5,396,400

農 家 負 担 対 象 71,952,000 5,396,400 7.50

福 嶺 50,000,000 3,750,000
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（区 画 整 理） 50,000,000 3,750,000

農 家 負 担 対 象 50,000,000 3,750,000 7.50

多良間村 種 子 川 13,000,000 1,040,000

（区 画 整 理） 13,000,000 1,040,000

農 家 負 担 対 象 13,000,000 1,040,000 8.00

安 嘉 応 原 110,000,000 8,800,000

（区 画 整 理） 110,000,000 8,800,000

農 家 負 担 対 象 110,000,000 8,800,000 8.00

石 垣 市 大 座 40,000,000 1,800,000

（区 画 整 理） 40,000,000 1,800,000

農 家 負 担 対 象 40,000,000 1,800,000 4.50

農家負担対象外 0 0 8.50

伊 野 田 北 45,000,000 2,925,000

（区 画 整 理） 45,000,000 2,925,000

農 家 負 担 対 象 45,000,000 2,925,000 6.50

農家負担対象外 0 0 8.50

伊 野 田 中 290,000,000 18,850,000

（区 画 整 理） 290,000,000 18,850,000

農 家 負 担 対 象 290,000,000 18,850,000 6.50

農家負担対象外 0 0 8.50

竹 富 町 南 風 田 110,000,000 6,050,000

（区 画 整 理） 110,000,000 6,050,000

農 家 負 担 対 象 110,000,000 6,050,000 5.50

農家負担対象外 0 0 8.50

与那国町 南 帆 安 60,334,000 5,128,390

（区 画 整 理） 60,334,000 5,128,390

農家負担対象外 60,334,000 5,128,390 8.50

（水田かんがい） 0 0

農家負担対象外 0 0 8.50

合 計 3,104,385,000 241,820,565

農地保全整備 南大東村 旧 幕 下 第 ５ 55,000,000 2,375,000
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事業 （農地侵食防止） 17,500,000 875,000

農家負担対象外 17,500,000 875,000 5.00

（区 画 整 理） 37,500,000 1,500,000

農 家 負 担 対 象 37,500,000 1,500,000 4.00

農家負担対象外 0 0 8.50

石 垣 市 川 原 142,092,000 7,079,600

（農地侵食防止） 137,092,000 6,854,600

農家負担対象外 137,092,000 6,854,600 5.00

（畑地かんがい） 5,000,000 225,000

農家負担対象外 5,000,000 225,000 4.50

星 野 25,000,000 1,798,800

（農地侵食防止） 9,320,000 466,000

農家負担対象外 9,320,000 466,000 5.00

（区 画 整 理） 15,680,000 1,332,800

農家負担対象外 15,680,000 1,332,800 8.50

大 里 84,000,000 4,200,000

（農地侵食防止） 84,000,000 4,200,000

農家負担対象外 84,000,000 4,200,000 5.00

合 計 306,092,000 15,453,400

ため池等整備 名 護 市 真 喜 屋 135,000,000 10,800,000

事業 （土砂崩壊防止） 135,000,000 10,800,000

農家負担対象外 135,000,000 10,800,000 8.00

合 計 135,000,000 10,800,000

農業基盤整備 大宜味村 押 川 98,000,000 8,820,000

促進事業 （農業用用排水路） 98,000,000 8,820,000

農家負担対象外 98,000,000 8,820,000 9.00

合 計 98,000,000 8,820,000

事業費を増額又は減額した場合は、事業費に対する負担金の割合に応じ、負担金

を増額又は減額することができる。
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令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

県営土地改良事業に要する費用に充てるため、利益を受ける関係市町村から負担金を

徴収するには、土地改良法第91条第６項において準用する同法第90条第10項の規定によ

り議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第９議案

県が行う建設事業の執行に伴う負担金の徴収について

県が行う建設事業により利益を受ける関係市町村に対し、次のとおり当該事業に要する

経費の一部を負担させるため、地方財政法（昭和23年法律第109号）第27条第２項の規定

により議会の議決を求める。

関係市 地 区 名 事 業 費 負 担 金
事業費に対

事 業 名
町村名 （円） （円）

する負担金

の割合(％)

農地整備事業 北大東村 大 池 47,000,000 3,995,000 8.50

黒 部 ・ 見 張 1,000,000 85,000 8.50

沖 上 12,000,000 1,020,000 8.50

合 計 60,000,000 5,100,000

水利施設整備 うるま市 本 島 中 部 第 １ 45,000,000 4,050,000 9.00

事業

読 谷 村 本 島 中 部 第 １ 37,000,000 3,330,000 9.00

久米島町 具 志 川 南 部 55,000,000 4,950,000 9.00

石 垣 市 大 浦 川 80,000,000 2,000,000 2.50

合 計 217,000,000 14,330,000

水質保全対策 大宜味村 大 保 30,000,000 3,750,000 12.50

事業

名 護 市 屋 我 地 西 部 119,000,000 10,710,000 9.00

宜野座村 宜 野 座 村 第 ６ 215,000,000 26,875,000 12.50

伊是名村 伊 是 名 村 第 ２ 47,500,000 4,750,000 10.00
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糸 満 市 糸 満 市 第 ４ 41,000,000 5,125,000 12.50

石 垣 市 新 川 第 ４ 59,100,000 5,910,000 10.00

合 計 511,600,000 57,120,000

通作条件整備 石 垣 市 石 垣 ２ 期 4,000,000 200,000 5.00

事業

合 計 4,000,000 200,000

農業基盤整備 うるま市 伊 計 第 １ 38,000,000 2,850,000 7.50

促進事業

読 谷 村 読 谷 第 １ 4,000,000 400,000 10.00

豊見城市 1,512,225 5.04075

保 栄 茂 30,000,000

糸 満 市 737,775 2.45925

石 垣 市 宮良川右岸第１ 30,000,000 750,000 2.50

合 計 102,000,000 6,250,000

農業水路等長 うるま市 本 島 中 部 第 ３ 1,000,000 90,000 9.00

寿命化・防災

減災事業 与 勝 第 １ 42,800,000 3,210,000 7.50

南大東村 幕 上 東 10,000,000 900,000 9.00

久米島町 カ ン ジ ン 117,400,000 8,805,000 7.50

合 計 171,200,000 13,005,000

地域水産物供 伊是名村 伊 是 名 100,645,000 9,950,000

給基盤整備事 伊是名村負担対象 99,500,000 9,950,000 10.00

業 伊是名村負担対象外 1,145,000 0 0.00

合 計 100,645,000 9,950,000

事業費を増額又は減額した場合は、事業費に対する負担金の割合に応じ、負担金

を増額又は減額することができる。
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令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

県が行う建設事業に要する経費に充てるため、利益を受ける関係市町村から負担金を

徴収するには、地方財政法第27条第２項の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第10号議案

中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

中部流域下水道により利益を受ける関係市町村に対し、当該流域下水道の維持管理に要

する費用を次のとおり負担させるため、下水道法（昭和33年法律第79号）第31条の２第２

項の規定により議会の議決を求める。

関係市町村 負担金の単価 時期 負担金の額

那覇市 浦添市 宜野 排除汚水１立方 令和９年４月１日 負担金の額は、その

湾市 沖縄市 豊見城 メートルにつき から当分の間 月の総排除汚水量に単

市 嘉手納町 北谷町 58円 価を乗じて得た額に、

南風原町 北中城村 1.1を乗じて得た額とす

読谷村 る。ただし、１円未満

の端数が生じたとき

は、当該端数部分は切

り捨てる。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

中部流域下水道の維持管理運営の健全化を図るため、当該維持管理に要する負担金を

改定するには、下水道法第31条の２第２項の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第11号議案

中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

中城湾流域下水道により利益を受ける関係市村に対し、当該流域下水道の維持管理に要

する費用を次のとおり負担させるため、下水道法（昭和33年法律第79号）第31条の２第２

項の規定により議会の議決を求める。

関係市村 負担金の単価 時期 負担金の額

沖縄市 うるま市 北 排除汚水１立方 令和９年４月１日 負担金の額は、その

中城村 メートルにつき から当分の間 月の総排除汚水量に単

58円 価を乗じて得た額に、

1.1を乗じて得た額とす

る。ただし、１円未満

の端数が生じたとき

は、当該端数部分は切

り捨てる。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

中城湾流域下水道の維持管理運営の健全化を図るため、当該維持管理に要する負担金

を改定するには、下水道法第31条の２第２項の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第12号議案

中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

中城湾南部流域下水道により利益を受ける関係市町村に対し、当該流域下水道の維持管

理に要する費用を次のとおり負担させるため、下水道法（昭和33年法律第79号）第31条の

２第２項の規定により議会の議決を求める。

関係市町村 負担金の単価 時期 負担金の額

南城市 西原町 与那 排除汚水１立方 令和９年４月１日 負担金の額は、その

原町 中城村 メートルにつき から当分の間 月の総排除汚水量に単

58円 価を乗じて得た額に、

1.1を乗じて得た額とす

る。ただし、１円未満

の端数が生じたとき

は、当該端数部分は切

り捨てる。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

中城湾南部流域下水道の維持管理運営の健全化を図るため、当該維持管理に要する負

担金を改定するには、下水道法第31条の２第２項の規定により議会の議決を必要とす

る。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第13号議案

令和７年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

令和７年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分について、地方公営企業法（昭

和27年法律第292号）第32条第２項の規定により、次のとおり議会の議決を求める。

令和７年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金1,439,831,781円の全額を建設改良積

立金に積み立てるものとする。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

令和７年度決算における未処分利益剰余金の処分を行うには、地方公営企業法第32条

第２項の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。
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乙第14号議案

令和７年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ

いて

令和７年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分について、地方公営企業

法（昭和27年法律第292号）第32条第２項の規定により、次のとおり議会の議決を求め

る。

令和７年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金10,125,122円の全額を減債積立

金に積み立てるものとする。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

令和７年度決算における未処分利益剰余金の処分を行うには、地方公営企業法第32条

第２項の規定により議会の議決を必要とする。

これが、この議案を提出する理由である。

- 25 -



乙第15号議案

副知事の選任について

下記の者を沖縄県副知事に選任したいので、議会の同意を求める。

記

住 所

氏 名 翁 長 政 俊

生年月日

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

理 由

副知事の選任については、地方自治法第162条の規定により議会の同意を得る必要が

ある。

これが、この議案を提出する理由である。
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認定第１号

令和７年度沖縄県一般会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県一

般会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第２号

令和７年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県農

業改良資金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に

付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第３号

令和７年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定

について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県小

規模企業者等設備導入資金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとお

り議会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第４号

令和７年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県中

小企業振興資金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認

定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第５号

令和７年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県下

地島空港特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に付

する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第６号

令和７年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の認定につい

て

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県母

子父子寡婦福祉資金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会

の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第７号

令和７年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県所

有者不明土地管理特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の

認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第８号

令和７年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県沿

岸漁業改善資金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認

定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第９号

令和７年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県中

央卸売市場事業特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認

定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

- 35 -



認定第10号

令和７年度沖縄県林業・木材産業改善資金特別会計決算の認定につ

いて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県林

業・木材産業改善資金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議

会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太

- 36 -



認定第11号

令和７年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会

計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県中

城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算について、監査委員の意見を付け

て、別冊のとおり議会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第12号

令和７年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県宜

野湾港整備事業特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認

定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第13号

令和７年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算

の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県国

際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊

のとおり議会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第14号

令和７年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県産

業振興基金特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に

付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第15号

令和７年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認

定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県中

城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のと

おり議会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第16号

令和７年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定につ

いて

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県中

城湾港マリン・タウン特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議

会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第17号

令和７年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県駐

車場事業特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に付

する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第18号

令和７年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会

計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県中

城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算について、監査委員の意見を付け

て、別冊のとおり議会の認定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第19号

令和７年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県公

債管理特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に付す

る。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第20号

令和７年度沖縄県国民健康保険事業特別会計決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第67号）第233条第３項の規定により、令和７年度沖縄県国

民健康保険事業特別会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認

定に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第21号

令和７年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和７年度沖縄

県病院事業会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に付す

る。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第22号

令和７年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和７年度沖縄

県水道事業会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定に付す

る。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第23号

令和７年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和７年度沖縄

県工業用水道事業会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定

に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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認定第24号

令和７年度沖縄県流域下水道事業会計決算の認定について

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第30条第４項の規定により、令和７年度沖縄

県流域下水道事業会計決算について、監査委員の意見を付けて、別冊のとおり議会の認定

に付する。

令和８年10月６日提出

沖縄県知事 古 謝 玄 太
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